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訴 状 

岡山地方裁判所 御中 

令和５年（２０２３年）４月１４日 

 

原 告                 5 

            

当事者の表示 

※原告は「原告当事者目録」（別紙）記載の通り。 

〒１００－００１４ 

東京都千代田区霞が関１丁目１番地１号 10 

被        告        国 

上記代表者法務大臣     齋 藤   健 

 

〒７００－８５７０ 

岡山市北区内山下２丁目４番地６号 15 

被        告     岡  山  県 

上記代表者岡山県知事     伊原木 隆 太 

 

「感染症法違憲訴訟」国家賠償請求事件 

訴 訟 物 の 価 額     金１０円 20 

貼 用 印 紙 額     金１０００円 

 

請求の趣旨 

１ 被告国ならびに被告岡山県は，原告に対し，連帯して金１０円を支払え。 

２ 訴訟費用は，被告国ならびに被告岡山県が連帯して負担とする。 25 

との判決ならびに仮執行宣言を求める。 
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本訴訟提起の社会的意義 

（原告からの決意表明） 

１ はじめに 

「カンセンタイサク 全部問う！」という大きな流れを作り，「医療従事者等へ5 

の責任追及」への一助になること，これが本訴訟提起の最大の意義である。 

また，「社会的意義」本文において，感染対策を「カンセンタイサク」とカタ

カナ語としているが，何も疑問を持たずに感染対策を行っていることに関する比

喩である。 

訴額は「１０円」としたが，これには「カンセンタイサク」に強く異議を唱え10 

るという意味合いもあり，そして，世界で一番重みのある１０円と強く自負して

いる。 

 

２ これまでの経過について 

令和２年から足掛け約３年，「新型コロナウイルス感染症対策」と称して15 

「カンセンタイサク」が広く行われることになった。 手始めに国と国を跨ぐ移

動に対して，日本政府は制限を行うこととなった。 

そして，新型インフルエンザ等特措法に基づき，同年４月には全国において

「緊急事態宣言」が発出され，ヒトやモノの流れが今までに例のない規模で極

度に縮小し，我が国の活力が大いに失われる結果となってしまった。そして岡20 

山県においても，岡山駅を発着する新幹線や在来線の減便や減車が行われ，岡

山桃太郎空港を発着する空路はすべて運休する結果に至った。 

ヒトやモノの流れに大きく依存する飲食業や店舗においては，時短営業や休

業を余儀なくされた。飲食業や店舗を運営する経営者も，そこで働く労働者もか

つてないほど厳しい状況に追い込まれたのであった。経営者は資金繰りに奔走25 

し，経営体力がない場合は閉店や倒産に追い込まれてしまった。そして労働者も

勤務シフトが減らされたり休業に追い込まれたりしたものの，休業手当が支払わ
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れない事例，そして解雇される事例も非常に多かったのである。 

 

３ 「カンセンタイサク」に異議を唱えた事例について 

そのような事象に対し，司法の場で判断を求めた事例も複数あった。新型コ

ロナの影響で勤務シフトが減らされた大手飲食店の女性労働者が，飲食店の運営5 

会社を相手取り，シフト削減分の休業手当の支払を求め横浜地裁において会社を

提訴した事例が令和３年夏に報道された。 

また，同年夏には別の飲食業の男性労働者が，新型コロナへの感染不安か

ら，出勤拒否したところシフト削減となり，シフト削減分の給与補償などを求め

東京地裁に労働審判を申し立てた事例も報道された。 10 

なお，労働組合である首都圏青年ユニオンらは，飲食店などのシフト制労働

者が緊急事態宣言等によって，多大な不利益を被っていることを問題提起してい

る。 

そして，大きく耳目を集めたものとして，緊急事態宣言発出中に通常通りの

営業を行っていた飲食店の運営会社である株式会社グローバルダイニングに対15 

し，東京都は時短命令を発出し，その時短命令が違憲であるとして，都へ１０

４円の国家賠償請求を求め東京地裁で提訴し，最終的には１０４円の請求こそ

棄却されたが「時短命令違法」という判決を勝ち取った裁判がある。 

この裁判に関しては，権力に真っ向から立ち向かう姿勢が反響を呼び，訴訟費用

のクラウドファンディングが２５００万円を突破する結果となり，大きな反響が20 

あったものであり，同事件判決確定後には，緊急事態宣言発出や時短営業を求め

ることに関して，国も自治体も消極的な姿勢が見られるようになった。 

 

４ 無視することができない現実 

しかしながら，多大な弊害をもたらした「カンセンタイサク」と称するもの25 

に異議を唱えた例は国内においては限定的であり，大部分は医療従事者や分科

会に集う者，そして権力者たちが考案した「カンセンタイサク」へ盲目的に従
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っていた現実があるのであった。 

そして，「カンセンタイサク」という大義名分の元，ワクチン接種が強く推

進されることとなり，国民の大部分が接種を終えたにも関わらず，世界に例を見

ない感染者数となった上に，深刻なコロナワクチンによる健康被害が広範囲に見

られる状況下にある。コロナワクチン接種後の死亡例も，国内において２００5 

０人を超えるという現実もある。 超過死亡がコロナワクチン接種推進後に際立

って増加し，新型コロナ以外の死因も含め増加傾向にある点も無視することがで

きない。 

 

５ 本件訴訟の狙い 10 

本件訴訟は「カンセンタイサク」の柱とも言える就業制限や隔離に対し，真

っ向から異議を唱えるものである。「カンセンタイサク」とは，他人に感染させ

ないのが最も重要な柱であると，医療従事者や製薬会社，専門家，権力者，メデ

ィアらは疑いを持つことなく考えているものである。 

本件訴訟は，新型コロナ陽性により，就業制限１０日間とすることは，科学15 

的にも医学的にも，そして法的に不当であるという主張を前面に出す意味合い

もあり，「訴額１０円」とした。 

感染症法に対して違憲であると異議を唱えるということは，就労制限や隔離

にとどまらず，ワクチン接種やマスク着用をも含め，「カンセンタイサク」の

あり方そのものに対して，これまでになく本件訴訟を通じて本質的なところま20 

で徹底的に切り込んでいくものである。 

 

５ 最後に 

「カンセンタイサク」によって，本当に命が守られたのかどうかについてよ

く考えていただきたい。むしろ，「カンセンタイサク」の結果，命を守ることが25 

できたどころか，それ以上に多数の国民が深い傷を負ったという結果に至ってい

ると自分は確信している。 
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多数の国民が深い傷を負っている現実がある以上，「カンセンタイサク」を

推進してきた医療従事者や製薬会社，専門家，権力者，メディアらの責任を厳

しく追及していかなければならない。 既に海外では，「カンセンタイサク」に

関して，責任追及をする動きが活発化しており，例えばイギリスでは「メディア

はウイルス」であると主張し，コロナワクチンの危険性について報道しなかった5 

ことへの抗議として，同国ＢＢＣテレビのビルにコロナワクチン接種後に死亡し

た人々の写真を多数貼り付ける抗議活動があった。 

大東亜戦争（第２次世界大戦）において，「インパール作戦」が決行され

た。この作戦は多数の犠牲者を出したことから，今日では「史上最悪の作戦」と

して広く語り継がれているものである。「カンセンタイサク」の間違いを認め10 

ない医療従事者らは，「令和のインパール作戦」の推進者として，百年先の世

の中においても，永遠に批判され続ける存在となるものである。 

この時代に「カンセンタイサク」と称して，重大な人権侵害があったことを

語り継いでいく礎とするために，そして，忌憚なくこれまでのことについて建設

的な意見が出るように，「カンセンタイサク 全部問う！」社会の実現のため15 

に，これからの日本では，異論を率直に唱えることのできる社会の実現のため

に，本訴訟を追行していく覚悟である。 
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請求の原因 

第１ 事案の概要 

 本件は，原告が発熱やのどの痛みなどを訴えたところ，職場から発熱外来を受

診するように指示され，受診した医療機関からは新型コロナウイルス感染症（以

下「新型コロナ」）陽性とされた。医療機関より備中保健所に報告され，被告岡5 

山県知事が委託する備中保健所の判断で，「感染症の予防および感染症の患者に

対する医療に関する法律」（平成１０年法律１１４号，次項においては「法」，

次々項以降は「感染症法」という。）１８条２項と同条同項に沿って定められた，

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナ

ウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改正）」（令和10 

３年２月２５日付け健感発０２２５第１号 厚生労働省健康局結核感染症課長通

知，以下「新型コロナ退院・就業制限通知」）第２項による就業制限（以下「新

型コロナ就業制限」）が１０日間付された。 

 当該措置によって，３日程度で就労に支障ない状況まで治癒できたにもかかわ

らず，新型コロナ就業制限によって就労できなかった結果，原告の訴外勤務先に15 

おいて賃金カットが生じた。同制限が感染症法２２条の２「必要な最小限度」に

あたらないため，国ならびに岡山県知事には職務上の注意義務違反も認められる。 

新型コロナ就業制限がなければ通常通り勤務でき，本来であれば訴外勤務先か

ら支給されていた賃金カット分相当額ならびに，訴外医療機関に支払った自己負

担金相当額の損害賠償を，日本国憲法（以下「憲法」）１７条ならびに国家賠償20 

法（以下「国賠法」）１条１項に基づいて，その一部を被告らに請求する事案で

ある。 

 また，原告は，本訴状において，賠償を求める損害額を就業制限１日あたり金

１円と設定している（金１円×１０日間＝金１０円）。 

くわえて，原告は，本件新型コロナ就業制限の措置が，同法２２条の２「必要25 

最小限度の措置」に反していることから，法令違反ならびに措置違憲であること，

令和３年２月感染症法等改正で感染症法に盛り込まれた，行政罰規定である同法
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８０条ないし８１条の法令違憲も主張する。 

 

第２ 当事者 

１ 原告 

原告は，岡山県〇〇○〇〇〇に住民票を置く自然人で，〇〇○〇〇〇〇〇〇○5 

〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇で勤務している（甲１の１号証ないし甲

１の３号証：〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇，甲１の４号証：〇

〇○〇〇〇〇，甲１の５号証：〇〇○〇〇〇〇）。 

２ 被告国 

（１）内閣官房は，「新型コロナウイルス等感染症対策推進室」の設置者であ10 

り，被告国における新型コロナ対策の「基本的対処方針」を定める中心的な役割

を担っている。 

（２）厚生労働省は，被告国において，感染症法を所管する官庁である。 

３ 被告岡山県 

（１）岡山県知事は，備前保健所ならびに備中保健所など同県内の保健所の設15 

置者である。ただし，保健所政令市である岡山市ならびに倉敷市を管轄する保健

所は除く。（甲２号証：厚生労働省ＷＥＢサイト・保健所管轄区域内 岡山県）。 

（２）うち，備中保健所の所管区域は，総社市，笠岡市，井原市，浅口市，都

窪郡早島町，浅口郡里庄町，小田郡矢掛町であり，同所本所は総社市ならびに都

窪郡早島町を管轄し，その余は同保健所井笠支所が管轄する。 20 

（３）原告が新型コロナ陽性と診断された医療機関所在地を管轄するのは，備

中保健所井笠支所である。 

（４）岡山県知事は，岡山県内のうち岡山市ならびに倉敷市を除く全域におい

て，感染症法各条の定めるところにより，主に（イ）ないし（ホ）に掲げる権限

を有す。 25 

（イ）法１５条８項の定めによる疫学調査に応じるよう命じること 

（ロ）法１７条の定めによる健康診断勧告 
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（ハ）法１８条の定めによる就業制限（新型コロナ就業制限を含む） 

（ニ）法１９条ないし２０条の定めによる入院勧告 

（ホ）法８０条ないし８１条による過料の支払いを命じること 

 

第３ 原告に関する事実関係および賠償請求額について 5 

１ 原告が新型コロナウイルス感染症陽性とされたことについて 

 原告は，〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇において勤務している。 

令和４年８月２０日（土曜日）夜に発熱やのどの痛み，咳や食欲減退が生じる

症状を惹き起こした。原告は８月２１日（日曜日）に休養を取っていたが，８月

２２日（月曜日）に咳がおさまらないことから，職場に報告および相談したとこ10 

ろ，職場上司からは発熱外来を受診するように指示された。 

 そのため，同日に被告から発熱外来として指定されている訴外〇〇○〇〇〇〇

が運営する〇〇○〇〇〇〇〇○〇〇〇〇〇を原告は受診し，抗原定量検査を受け

た。その結果，原告は新型コロナ陽性とされ，令和４年８月２０日の発症から１

０日後である同年８月３０日までについて，新型コロナ就業制限が付されること15 

となり，自宅にて療養することとなった（甲３の１号証：療養証明書，甲３の２

号証：令和３年２月１０日付け健感発０２１０第３号「新型コロナ退院・就業制

限通知」）。その後同年８月３１日には所定通り就労できるようになった。 

 体調が最も悪化していたのは，医療機関受診前日である８月２１日であり，８

月２３日（火曜日）頃には勤務には本来支障のない程度まで，平時の体調に概ね20 

回復していた。 

 発熱外来受診に際して自己負担金が発生し，令和〇年〇月〇日に２６００円を，

〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇に支払った（甲４号証：〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇

〇〇〇発行領収書）。 

 なお，新型コロナ陽性を理由とした，感染症法１８条２項による就業制限の適25 

用については，「新型コロナ退院・就業制限通知」により定められている。 

原告が新型コロナ陽性となった令和４年８月時点では，新型コロナ就業制限解
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除は，「新型コロナ退院・就業制限通知」第２項の定めによって「退院の基準を

満たす」ことが条件であり，退院の基準は同通知第１項において，人工呼吸器等

を使用しない場合であれば「発症日から１０日間経過し，かつ，症状軽快後７２

時間経過した場合」となる。 

 5 

２ 就業制限に伴う損害ならびに賠償等請求額について 

 原告は新型コロナ陽性となったことで，新型コロナ就業制限が付された結果，

原告勤務先から賃金カットされる損害が発生しており，国ならびに岡山県知事に

は職務上の注意義務違反が認められるため，憲法１７条ならびに国賠法１条１項

の定めることにより，原告は被告らに賠償を求める。具体的な損害額ならびに賠10 

償等請求額は以下の通りである。 

 

（１）基本給減額について 

 原告の基本給は令和４年４月の段階において，〇〇○〇〇〇〇万円とされたが，

同年７月に賃金改定（甲５の１号証）が行われた。原告は〇〇○〇〇〇〇〇〇○15 

〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇〇〇○〇〇〇〇円とされた。 

同年７月ないし同年９月までにおいて，〇〇○〇〇〇〇円で当月分の給与は〇

〇○〇日支給（金融機関非営業日の場合は，直前の最終営業日に支給）である。

しかしながら，新型コロナ就業制限によって勤務できない日が７日間（有給休暇

１日，病欠（無給）６日）生じたため，令和４年９月の給与支給時において追給20 

（戻入）が生じ，〇〇○〇〇〇円（無給にあたる６日分）が減額された（甲５の

１号証：〇〇○〇〇〇〇），甲５の２号証：〇〇○〇〇〇〇）。 

 

（２）賞与減額について 

 令和４年１０月からは原告の賃金が月あたり〇〇○〇〇〇〇円とされている。25 

令和４年１２月の原告勤務先における〇〇○〇（以下「賞与」）については，〇

〇○〇〇〇〇円とされるが，新型コロナ就業制限によって勤務できない期間が生
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じたことから，原告に対する賞与支給額は〇〇○〇〇〇〇円とされた。（甲５の

３号証：〇〇○〇〇○〇〇〇〇，甲５の４号証：〇〇○〇〇○〇〇〇〇） 

なお，労働組合である訴外〇〇○〇〇○〇〇〇〇が，〇〇○〇〇○〇〇〇〇従

業員に対し，令和４年１２月の賞与として支給することをＷＥＢサイトで明らか

にしている。（甲６の１号証：〇〇○〇〇○〇〇〇〇，甲６の２号証：〇〇○〇5 

〇○〇〇〇〇，甲６の３号証：〇〇○〇〇○〇〇〇〇） 

 

（３）傷病手当金について 

訴外〇〇○〇〇○〇〇〇〇からは，原告に対し新型コロナ就業制限で就労でき

ないことに伴う傷病手当金ならびに健保の定めによる付加金（以下「傷病手当金10 

等」）として，〇〇〇〇○〇円が支給された（甲７の１号証：〇〇〇〇〇○〇，

甲７の２号証：〇〇〇〇○〇〇〇〇〇）。 

 

（４）新型コロナ就業制限に伴う損害額について 

 給与減額は〇〇〇〇○〇円，賞与減額は〇〇〇〇○〇円であるが，傷病手当金15 

等が〇〇〇〇○〇円支給であるので，損益相殺後の賃金カットに対する「損害賠

償金」の額は，同手当金を差し引いた〇〇〇〇○〇円となる。 

 加えて，上記損害額に対する給与減額分については，〇〇〇〇○〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇から支払い済みまで年３分の割合，〇〇〇〇○〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇から支払い済みまで年３分の割合による金員を支払う義務も被告20 

らにはある。 

 

（５）本来不必要な病院受診に関する損害について 

 原告については，人命にかかわる深刻な状況でもなかったため，医療機関に行

くことなく，原告は治癒できたにもかかわらず，過剰な法規制により医学的には25 

まったく本来不必要な病院受診を要した上，２６００円の支払いを要した（甲４

号証）。 
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 令和３年７月頃にも，原告は令和４年８月に新型コロナ陽性とされたときと同

レベルの発熱等や倦怠感が生じた体調悪化があり，このときは現に医療機関にか

かることなく，治癒することができた。この時も治癒するまでの期間は同程度で

あった。 

 加えて，上記損害額に対する令和〇年○月○日から支払い済みまで年３分の割5 

合による金員を支払う必要が被告らにはある。 

 

（６）賠償等一部請求について 

原告は，（４）ないし（５）に掲げる各損害（以下「賠償等」）のうち，新型

コロナ就業制限１日あたり金１円の損害が発生しているとして，賠償等全額では10 

なく「一部請求の趣旨」にて，そのうち金１０円を本件においては争いの対象と

して設定する。 

具体的な被告らに対する賠償等の一部請求額は，原告に関しては新型コロナ就

業制限は，計１０日間であるため，新型コロナ就業制限に伴う減収分ならびに，

本来は医学上不必要な病院受診に際して発生した費用の一部「損害賠償金」とし15 

て計「金１０円」となる。  

  

第３ 大まかな事実経緯 

１ 感染症法の成立およびコロナ前の同法改正について 

 感染症法は，平成１０年３月１１日に，「伝染病予防法」「性病予防法」「後20 

天性免疫不全症候群の予防に関する法律（以下「エイズ予防法」）」にかわる法

律として国会に提出され同年９月２５日に成立し，翌年４月１日に施行された。 

 感染症法が施行される前の伝染症予防法は，明治３０年に施行された感染症患

者を隔離することを中心とした法律であり，患者の診療や医療機関の整備は明文

化されなかった。近代国家が形成されてから蔓延した結核は，療養所や保健所を25 

整備して，全ての患者が公費で医療が受けられるよう結核予防法において明確に

された。 
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また，ハンセン病の蔓延を防ぐためとして，らい予防法が制定されていたが，

平成８年に廃止となった。しかし，同法による措置が違憲・違法であるとして，

複数の国賠請求訴訟が提起され，国に元ハンセン病患者やその家族に対し，賠償

支払いを命じる判決も下された裁判例も複数ある（「「らい予防法」違憲国家賠

償請求事件」平成１３年５月１１日熊本地判・判時１７４８号３０頁，「ハンセ5 

ン病家族訴訟熊本地裁判決」令和元年６月２８日熊本地判・判時２４３９号３頁 

など）（甲８号証：日本の感染症法が成立するまでの歴史とその後の到達点─新

型コロナ流行が顕在化させた課題，甲９号証：感染症法成立時点の条文）。 

 平成１５年には積極的疫学調査を国自ら行うことや，都道府県等が行う疫学調

査について必要な指示ができるようにすること，感染症の発生予防・まん延防止10 

のため緊急の必要があるときの予防計画策定について，国が都道府県策定の予防

計画について具体的な指示ができるようにすること，動物由来感染症に対する対

策強化，感染症分類の見直しが行われた（甲１０の１号証：国立感染症研究所Ｗ

ＥＢサイト 感染症法改正（２００３年１１月５日））。 

 平成１８年には「結核予防法」を廃止し，同法の規定を感染症法ならびに予防15 

接種法に必要な規定を整備して統合，感染症法については人権尊重を基本理念と

した各種手続き見直しが行われた（甲１０の２号証：国立感染症研究所ＷＥＢサ

イト 感染症法の改正 ２００７年６月現在）。 

 平成２０年には鳥インフルエンザを２類感染症とする対象疾病分類見直しや，

感染症法の分類に「新型インフルエンザ等感染症」を追加し，同感染症に対する20 

規定として都道府県知事と検疫所の連携強化，発生および措置に関する情報公表，

感染を疑うに足りる正当な理由のあるものへの健康状態報告要請などを追加し，

未知の新感染症に対する規定を追加する法改正が行われた（甲１０の３号証：国

立感染症研究所ＷＥＢサイト 感染症法改正（２００８年５月１２日））。 

 平成２６年には，感染症の情報収集体制を強化するため，病原体検査に関する25 

規定が明確にされた（甲１１号証：厚生労働省ＷＥＢサイト）。 

 以上が令和元年末までにおける感染症法改正の主要な経緯である。 
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２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の成立 

平成１５年以降，東南アジアを中心に発生した鳥インフルエンザウイルス（Ｈ

５Ｎ１）が家禽類から人に感染し，死亡例が報告されたことを受け，内閣官房に

設置された「鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議」は，平成１７年１5 

１月１４日付けにて「新型インフルエンザ行動計画」を策定し，同年１２月６日

付けにて「新型インフルエンザ対策行動計画に基づく対策の推進について」を公

表するなど，新型インフルエンザの発生に備えた対策を進めていた。 

平成２１年，豚由来の新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の世界的な流行が

起こり，全国知事会等から新型インフルエンザの発生・流行に備えて法的整備を10 

する必要性が指摘され始めた。 

政府は，平成２３年９月２０日，「新型インフルエンザ対策連絡会議」におい

て，「新型インフルエンザ対策行動計画」を改定し，新型インフルエンザの発生・

流行に備えた医療，社会機能維持等の対策の強化等を図るとともに，行動計画の

実効性を確保するための法的枠組みの検討に入った。 15 

平成２４年３月９日新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「新型インフ

ル特措法」）が国会に提出され，同年４月２７日に成立し，平成２５年４月１３

日に施行された（甲１２号証：平成１０年新型インフル特措法成立時点の条文）。 

平成２５年６月，新型インフル特措法６条に基づく法定の計画として「新型イ

ンフルエンザ等対策政府行動計画」が策定されるとともに，「新型インフルエン20 

ザ等対策ガイドライン」等も用意された。 

新型インフル特措法については，令和元年末までの間，大きな改正は行われる

ことがなかった。 

 

３ 新型コロナウイルス感染症の発生 25 

令和元年１２月，中華人民共和国湖北省武漢市において，新型コロナの発生が

確認され（ただし，同国が新型コロナの発生を公式に認めたのは令和３年１月），
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まもなくその感染は世界的に広がった。令和２年１月初めには，日本国内におい

ても新型コロナの感染者が確認された。 

令和２年１月３０日，新型インフル特措法１５条１項に基づき，閣議決定によ

り，内閣総理大臣を本部長とし，全国務大臣から構成される「新型コロナウイル

ス感染症対策本部」（以下「対策本部」という。）が内閣官房に設置された（甲5 

１３号証：「新型コロナウイルス感染症対策本部の設置について」）。対策本部

は，新型コロナに関する緊急対応策を取りまとめるなどの対策を講じた。 

この頃は，新型コロナは，新型インフル特措法の対象である「新感染症」には

あたらない，新型インフル特措法が定めるその他の「新感染症」の要件にもあた

らないとして，感染症法６条８項の定める「指定感染症」に位置付けられ，その10 

整理のもと対策が講じられていた。 

令和２年２月３日に横浜港に到着したクルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス

号」に乗船していた多数の乗客について新型コロナの感染が判明した際には，検

疫法５条３項の規定に基づく検疫所長の許可を受けての下船，感染症法１９条お

よび２０条の規定に基づく入院の対応等が取られた。 15 

令和２年２月以降も新型コロナの感染拡大は続いているとして，同月２７日開

催の第１５回対策本部において，内閣総理大臣は，「今後，新型コロナウイルス

感染症の国内における更なる感染拡大も懸念されます。そのため，既存の各種対

策の実効性を更に高めるとともに，感染拡大を抑制し，国民生活や経済に及ぼす

影響が最小となるようにするため，必要となる法案について，早急に準備してく20 

ださい。」などとして，法案策定を進めるよう指示した。 

令和２年３月１３日，「新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正す

る法律」が成立した（甲１４号証：同法条文（官報））。 

この改正（附則第１条の２の追加）により，暫定的に新型コロナは新型インフ

ルエンザ等とみなされることになり，新型コロナに特措法が適用されることにな25 

った。 
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４ 緊急事態宣言発出（全国） 

（１） １回目 

内閣総理大臣は，令和２年４月７日に開催された第２７回対策本部において，

新型コロナの全国的かつ急速なまん延による国民生活および国民経済に甚大な影

響を及ぼすおそれがある事態にあるとして，緊急事態措置を実施すべき期間を同5 

日から同年５月６日まで，同措置を実施すべき区域を埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県，大阪府，兵庫県および福岡県の７都府県と定めて，新型インフル特措

法第３２条第１項の規定に基づく「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」（以下

「緊急事態宣言」という。）を発出した（このとき発出された緊急事態宣言をも

って，「第１回緊急事態宣言」という。）。同日以降の経過は下記表通りである。 10 

（第１回緊急事態宣言 経過表） 

日付 区域 内容・備考 

令和２年４月７日 埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県，大阪府，兵庫

県および福岡県 

緊急事態宣言発出（同年

５月６日まで） 

令和２年４月１６日 全都道府県 岡山県も対象となった。 

北海道，茨城県，埼玉県，

千葉県，東京都，神奈川

県，石川県，岐阜県，愛知

県，京都府，大阪府，兵庫

県および福岡県は「特定

警戒都道府県」とされた。 

令和２年５月４日 全都道府県 緊急事態宣言は同年５月

３１日までとした。 

令和２年５月１４日 北海道，埼玉県，千葉県，

東京都，神奈川県，京都

左記に掲げる都道府県以

外は，緊急事態宣言を同
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府，大阪府および兵庫県 日までとした。（岡山県

も対象外となった。） 

令和２年５月２１日 北海道，埼玉県，千葉県，

東京都および神奈川県 

左記に掲げる都道府県以

外は，緊急事態宣言を同

日までとした。 

令和２年５月２５日 北海道，埼玉県，千葉県，

東京都および神奈川県 

緊急事態宣言は同日まで

とした。 

第１回緊急事態宣言に係る緊急事態措置の実施状況等については，「新型コロ

ナウイルス感染症 緊急事態宣言の実施状況に関する報告（令和２年６月）」（甲

１５の 1 号証）にまとめられている。 

 

（２） ２回目 5 

内閣総理大臣は，令和３年１月７日に開催された第５１回対策本部において，

新型コロナの全国的かつ急速なまん延による国民生活および国民経済に甚大な影

響を及ぼすおそれがある事態にあるとして，緊急事態措置を実施すべき期間を令

和３年１月８日から同年２月７日まで，同措置を実施すべき区域を埼玉県，千葉

県，東京都，神奈川県の１都３県と定めて，新型インフル特措法第３２条第１項10 

の規定に基づく緊急事態宣言を発出した（このとき発出された緊急事態宣言をも

って，以下「第２回緊急事態宣言」という。）。同日以降の経過は下記表通りで

ある。 

（第２回緊急事態宣言 経過表） 

日付 区域 内容・備考 

令和３年１月８日 埼玉県，千葉県，東京都

および神奈川県 

緊急事態宣言発出（同年

２月７日まで） 

令和３年１月１３日 栃木県，埼玉県，千葉県，

東京都，神奈川県，岐阜

栃木県，岐阜県，愛知県，

京都府，大阪府，兵庫県
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県，愛知県，京都府，大阪

府，兵庫県および福岡県 

および福岡県にも緊急事

態宣言発出 

令和３年２月２日 埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県，岐阜県，愛知

県，京都府，大阪府，兵庫

県および福岡県 

栃木県の緊急事態宣言は

同年７日付解除。それ以

外は，同年３月７日まで

に延長し，緊急事態宣言

措置を実施する必要がな

くなったと認められると

きは，速やかに緊急事態

を解除することとされ

た。 

令和３年３月１日 埼玉県，千葉県，東京都

および神奈川県 

左記以外の都道府県の緊

急事態宣言は同日までと

した。 

令和３年３月５日 埼玉県，千葉県，東京都

および神奈川県 

左記の都道府県の緊急事

態宣言は同年３月２１日

まで延長。 

令和３年３月２１日 埼玉県，千葉県，東京都

および神奈川県 

緊急事態宣言は同日まで

とした。 

第２回緊急事態宣言に係る緊急事態措置の実施状況等については，「新型コロ

ナウイルス感染症 緊急事態宣言の実施状況に関する報告（令和３年１０月）」（甲

１５の２号証）にまとめられている。 

なお，第２回緊急事態宣言においては，岡山県が対象区域となることは無かっ

た。 5 

 

（３） ３回目 

内閣総理大臣は，令和３年４月２３日に開催された第６２回対策本部において，
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新型コロナの全国的かつ急速なまん延による国民生活および国民経済に甚大な影

響を及ぼすおそれがある事態にあるとして，緊急事態措置を実施すべき期間を令

和３年４月２５日から同年５月１１日まで，同措置を実施すべき区域を埼玉県，

千葉県，東京都，神奈川県の１都３県と定めて，新型インフル特措法第３２条第

１項の規定に基づく緊急事態宣言を発出した（このとき発出された緊急事態宣言5 

をもって，以下「第３回緊急事態宣言」という。）。同日以降の経過は下記表通

りである。 

（第３回緊急事態宣言 経過表） 

日付 区域 内容・備考 

令和３年４月２５日 東京都，京都府，大阪府

および兵庫県 

緊急事態宣言発出（同年

５月１１日まで） 

令和３年５月１２日 東京都，愛知県，京都府，

大阪府，兵庫県および福

岡県 

緊急事態宣言発出（同年

５月３１日まで延長） 

令和３年５月１６日 北海道，東京都，愛知県，

京都府，大阪府，兵庫県，

岡山県，広島県および福

岡県 

緊急事態宣言発出 

令和３年５月２３日 北海道，東京都，愛知県，

京都府，大阪府，兵庫県，

岡山県，広島県，福岡県

および沖縄県 

左記の都道府県（沖縄県

除く）の緊急事態宣言は

同年５月３１日，沖縄県

の緊急事態宣言は同年６

月２０日まで延長。 

令和３年５月２８日 北海道，東京都，愛知県，

京都府，大阪府，兵庫県，

岡山県，広島県，福岡県

左記の都道府県（沖縄県

除く）の緊急事態宣言は

同年６月２０日まで延
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および沖縄県 長。 

令和３年６月２１日 北海道，東京都，愛知県，

京都府，大阪府，兵庫県，

岡山県，広島県および福

岡県 

左記の都道府県（沖縄県

除く）の緊急事態宣言は

同年６月２０日までとし

た。 

令和３年６月２１日 沖縄県 沖縄県の緊急事態宣言は

同年７月１１日まで延

長。 

令和３年７月８日 東京都および沖縄県 東京都で緊急事態宣言発

出（同年８月２２日まで） 

沖縄県の緊急事態宣言は

同年８月２２日まで延

長。 

令和３年７月３０日 埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県，大阪府および

沖縄県 

緊急事態宣言発出（同年

８月３１日まで延長） 

令和３年８月１７日 茨城県，栃木県，群馬県，

埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県，静岡県，京都

府，大阪府，兵庫県，福岡

県および沖縄県 

緊急事態宣言発出（同年

９月１２日まで延長） 

令和３年８月２５日 北海道，宮城県，茨城県，

栃木県，群馬県，埼玉県，

千葉県，東京都，神奈川

県，岐阜県，静岡県，愛知

県，三重県，滋賀県，京都

緊急事態宣言発出（同年

９月１２日まで延長） 
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府，大阪府，兵庫県，岡山

県，広島県，福岡県およ

び沖縄県 

令和３年９月１３日 北海道，茨城県，栃木県，

群馬県，埼玉県，千葉県，

東京都，神奈川県，岐阜

県，静岡県，愛知県，三重

県，滋賀県，京都府，大阪

府，兵庫県，広島県，福岡

県および沖縄県 

緊急事態宣言を同年９月

３０日まで延長した。 

※岡山県ならびに宮城県

は対象区域から外され

た。 

令和３年９月３０日 北海道，茨城県，栃木県，

群馬県，埼玉県，千葉県，

東京都，神奈川県，岐阜

県，静岡県，愛知県，三重

県，滋賀県，京都府，大阪

府，兵庫県，広島県，福岡

県および沖縄県 

緊急事態宣言を同日まで

とした。 

第３回緊急事態宣言に係る緊急事態措置の実施状況等については，「新型コロ

ナウイルス感染症 緊急事態宣言の実施状況に関する報告（令和３年１０月）」（甲

１５の２号証）にまとめられている。  

 

４ まん延等防止重点措置発出等（岡山県の区域） 5 

（１） まん延等防止重点措置発出 

岡山県内における新型インフル特措法３１条の４「新型インフルエンザ等まん

延防止等重点措置」（以下「まん防」）発出状況は下記表のとおりである。 

日付 区域 内容・備考 
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令和３年８月２０日 岡山市および倉敷市 まん防発出 

令和３年８月２６日 岡山市および倉敷市 緊急事態宣言に移行（全

県） 

令和３年９月１３日 岡山市，倉敷市，津山市，

玉野市，笠岡市，井原市，

総社市，備前市，赤磐市，

真庭市，浅口市，都窪郡

早島町，小田郡矢掛町，

勝田郡勝央町，同郡奈義

町，久米郡久米南町なら

びに同郡美咲町 

緊急事態宣言から移行 

令和３年９月３０日 岡山市，倉敷市，津山市，

玉野市，笠岡市，井原市，

総社市，備前市，赤磐市，

真庭市，浅口市，都窪郡

早島町，小田郡矢掛町，

勝田郡勝央町，同郡奈義

町，久米郡久米南町なら

びに同郡美咲町 

まん防は同日までとなっ

た。 

令和４年１月２７日 県内全域 まん防発出 

令和４年２月２０日 県内全域 まん防は同日までとなっ

た。 

岡山県内に係るまん防の実施状況等については，「岡山県の新型コロナウイル

ス感染症に対する取組（目次）」（甲１６号証）にまとめられている。 

 

（２） 新型インフル特措法等によらない被告岡山県からの要請等 

 また，岡山県内においては，新型インフル特措法や感染症法によらない呼びか5 
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けとして，被告岡山県知事より，「岡山県Ｂ．Ａ５対策強化宣言」，「夏季の感

染拡大防止のためのお願い」等と題する呼びかけも行われている（甲１６号証）。 

 

５ 感染症法等改正（令和２年以降） 

（１） 令和３年２月改正 5 

令和３年２月３日，「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正す

る法律」（令和３年法律第５号）が成立し，同月１３日に施行された。（甲１７

号証：同法条文（官報）。このときの法改正をもって，以下「令和３年２月感染

症法等改正」という。）。この改正により，感染症法第６条第７項に規定する「新

型インフルエンザ感染症」の定義に新型コロナが含まれることになり，前述した10 

暫定的なみなし規定である特措法附則第１条の２は削除された。 

また，この改正により，都道府県知事は，改正感染症法８０条ないし８１条に

より，同法による入院勧告に従わない者や疫学調査を拒否したり，虚偽回答した

りした者に対して，行政罰としての過料の支払いを命じることができるようにな

った。 15 

これらのほかにも，新型インフル特措法４５条第２項に基づく要請に正当な理

由なく応じない者に対し，当該要請に係る措置を講ずるよう命令を発出すること

が可能となった（同条第３項。罰則規定につき７９条。）。上記要請および命令

に係る公表規定の見直し（義務的規定から裁量的規定に），「新型インフルエン

ザ等まん延防止等重点措置」の創設など，多くの重要な改正がなされた。 20 

 

（２） 令和４年１２月改正  

令和４年１２月９日，「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律等の一部を改正する法律」（令和４年法律第６９号）が成立し，令和５年４

月１日に一部施行され，今後令和６年４月１日に全面施行される。（甲１８号証：25 

同法条文（官報）。このときの法改正をもって，以下「令和４年１２月感染症法

等改正」という。）。 
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このときの改正において，新型コロナを踏まえ，国民の生命及び健康に重大な

影響を与えるおそれがある感染症の発生及びまん延に備えるため，国又は都道府

県及び関係機関の連携協力による病床，外来医療及び医療人材並びに感染症対策

物資の確保の強化，保健所や検査等の体制の強化，情報基盤の整備，機動的なワ

クチン接種の実施，水際対策の実効性の確保等の措置を講ずるものとした。 5 

 

６ 令和２年以降の日本国内における死者数について 

厚生労働省がＷＥＢサイトで公表している人口動態統計では，令和３年におい

て約１４３．９万人，令和２年においては約１３７．２万人が死亡しているとさ

れる。 10 

そのうち，がんによる死者は令和３年は約３８．１万人，令和２年は約３７．

８万人であり，心疾患による死者は令和３年は約２１．４万人，令和２年は２０．

５万人，老衰による死者は令和３年は１５．２万人，令和２年は１３．２万人で

あった。 

なお，新型コロナによる死者は令和３年は１．６万人，令和２年は０．３万人15 

であった（甲１９号証：令和３年（２０２１）人口動態統計 統計表第６表 性

別にみた死因順位（第１０位まで）別死亡数・死亡率（人口１０万対）・構成割

合）。 

 なお，死者数ならびに死因割合をまとめた表は以下の通りである。死因上位５

位ならびに新型コロナの死者数をまとめたものである（小数点第１位未満端数切20 

捨て）。 

 令和３年 令和２年 

死因 死者数 

（人） 

死因割合

（％） 

死者数 

（人） 

死因割合

（％） 

（全死因） １４３．９万 １００．０ １３７．２万 １００．０ 

悪性新生物（腫瘍） ３８．１万 ２６．５ ３７．８万 ２７．６ 
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心疾患 ２１．４万 １４．９ ２０．５万 １５．０ 

老衰 １５．２万 １０．６ １３．２万 ９．６ 

脳血管疾患 １０．４万 ７．３ １０．２万 ７．５ 

肺炎 ７．３万 ５．１ ７．８万 ５．７ 

新型コロナ １．６万 １．２ ０．３万 ０．３ 

 

７ 新型コロナによる陽性者数ならびに死者数について 

 訴外株式会社東洋経済新報社（以下「東洋経済新報社」）のＷＥＢサイトにお

いて公開している，「新型コロナウイルス国内感染の状況」によれば，新型コロ

ナウイルス感染症の検査陽性者数は「３３，２５８，３１１人」（令和５年４月5 

９日現在），死者数は「７４，０９６人」（同年同月８日現在）である。死者数

と類型の陽性者数と割り算した致死率は「約０．００２％」である。 

 新型コロナによる年代別の累計死者数は，「新型コロナウイルス国内感染の状

況」によれば以下の通りである。（令和５年４月４日現在） 

年代 死者数 年代 死者数 

９０代以上 １７，９３７人 ４０代 ６３０人 

８０代 ２４，５３８人 ３０代 １９３人 

７０代 １２，００９人 ２０代 ７６人 

６０代 ３，８００人 １０代 ２１人 

５０代 １，６４６人 １０代未満 ３９人 

 新型コロナによる死者は，８０代以上が「４２，５７５人」，７０代以上が「５10 

４，４８４人」，６０代以上が「５８，２８４人」となる。８０代以上の高齢者

で新型コロナ死者数の半分を占めることとなる。 

なお，同サイトにおける統計データは，厚生労働省のオープンデータを利用し

ている。（甲２０号証：新型コロナウイルス国内感染の状況 東洋経済新報社Ｗ

ＥＢサイト） 15 
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第４ 本件措置が違憲・違法であることについて 

１ 前提事実 

（１） 感染症法は感染症に対する偏見や差別が生まれた反省から制定されたも

のであること 5 

 感染症法の前文は以下のようになっている。（甲１２号証） 

「人類は，これまで，疾病，とりわけ感染症により，多大の苦難を経験してき

た。ペスト，痘そう，コレラ等の感染症の流行は，時には文明を存亡の危機に

追いやり，感染症を根絶することは，正に人類の悲願と言えるものである。 

医学医療の進歩や衛生水準の著しい向上により，多くの感染症が克服されてき

たが，新たな感染症の出現や既知の感染症の再興により，また，国際交流の進

展等に伴い，感染症は，新たな形で，今なお人類に脅威を与えている。 

一方，我が国においては，過去にハンセン病，後天性免疫不全症候群等の感

染症の患者等に対するいわれのない差別や偏見が存在したという事実を重く受

け止め，これを教訓として今後に生かすことが必要である。 

このような感染症をめぐる状況の変化や感染症の患者等が置かれてきた状況

を踏まえ，感染症の患者等の人権を尊重しつつ，これらの者に対する良質かつ

適切な医療の提供を確保し，感染症に迅速かつ適確に対応することが求められ

ている。 

ここに，このような視点に立って，これまでの感染症の予防に関する施策を

抜本的に見直し，感染症の予防および感染症の患者に対する医療に関する総合

的な施策の推進を図るため，この法律を制定する。」 

これは感染症法制定前における，旧伝染症予防法や旧らい予防法などが，感染

者や患者（以下「感染者等」）の人権への配慮が不十分であったことを踏まえて

盛り込まれたものである。 

特に旧らい予防法に関しては，前述通りハンセン病患者を隔離させることが人10 

権侵害であるとして，国賠請求訴訟が全国各地の裁判所で複数提起され，国に対
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し賠償を命じられる結果に至った。 

 

（２） 新型コロナによる死者数ならびに新型コロナ以外の死者数と比較につい

て 

第３項６に記載の通り，約１４３．９万人が令和３年に死亡している状況にお5 

いて，新型コロナの死者の割合は０．３～１．２％と極めて限定的な水準である。 

 なお，がんや心疾患など新型コロナによらない死因上位５位までで，令和２年

ないし３年において，全死因の過半数を占めている状況となっている。 

 

（３） 新型コロナによる死者の年代について 10 

 第３項７に記載通り，新型コロナによる死者は，８０代以上が「４２，５７５

人」であり，全年代の死者「７４，０９６人」過半数を占めるのである。 

 なお，令和２年の全国の平均寿命は，訴外日本放送協会（以下「ＮＨＫ」）の

令和４年１２月２４日付報道によれば，男性が８１．４９歳女性が８７．６歳で

あったと報じられた（甲２１号証：都道府県の平均寿命 男性は滋賀 女性は岡15 

山が最長 厚労省調査 ＮＨＫニュース）。 

 すなわち，新型コロナの死者の過半数は，平均寿命に限りなく近くなるか，そ

れに達している年代層と重複するということになる。 

 

（４） 新型コロナの存在を明確に国や自治体が証明していない点について（予20 

備的主張） 

本項は予備的主張である。訴外上原敬氏は，国立感染症研究所，被告岡山県に

対し，「新型コロナの存在を証明する科学的根拠及び論文等」，「ＰＣＲ検査陽

性の無症状者が新型コロナを感染させるという科学的根拠や論文等」，「コロナ

ワクチン接種の効果があるという科学的根拠や論文等」「コロナワクチンが治験25 

を終えておらず。安全性や有効性が確立していない中で接種させる理由」の計５

点に関して，情報公開請求を令和３年６月ないし７月にかけて行った。しかし，
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国立感染症研究所ならびに被告岡山県はいずれの文書を保有していないとして，

非開示とする決定を下した。（甲２２の 1 号証：行政文書不開示決定通知書（国

立感染症研究所），甲２２の２号証：公文書非開示決定通知書（被告岡山県）） 

すなわち，被告国の機関である国立感染症研究所ならびに被告岡山県は新型コ

ロナの存在について，公文書という形において，明確に証明しているものではな5 

いのである。 

 

２ 前提事実を踏まえた原告の主張について（主位的主張） 

（１） 本件措置は感染症法２２条の２に反することについて 

 感染症法２２条の２においては，「第１６条の３から第２１条までの規定によ10 

り実施される措置は，感染症を公衆にまん延させるおそれ，感染症にかかった場

合の病状の程度その他の事情に照らして，感染症の発生を予防し，又はそのまん

延を防止するため必要な最小限度のものでなければならない。」とされている。 

しかしながら，本件新型コロナ就業制限の措置は特に理由がなく，感染症法２

２条の２による「必要な最小限度」にあたらないものである。具体的な理由は後15 

述する。 

 

（２） 新型コロナによる死者は限定的であること 

 まず，人口動態統計において，新型コロナによる死者は極めて限定的であるこ

とが挙げられる，死者数で見れば，がんや肺炎，老衰などの方が大多数である。 20 

 新型コロナの死者数を遥かに上回る死因となるこれらの疾患に対し，新型コロ

ナ並みの就業制限が付される法律の適用は直接的にない。 

 新型コロナの死者数の水準から見れば，他に死者数が多い疾患の対策を本来は

最優先とすべきであった。 

 25 

（３） 「就業制限による不利益」が「就業制限をしない場合」より明らかに上

回ること 
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 （新型コロナによる）就業制限による不利益が就業制限をしない場合よりも明

らかに上回るといえる。 

 その根拠としては，前記の通り，新型コロナによる死者は限定的であること，

更に新型コロナ死者の年齢層は令和２年，３年ともに８０代以上高齢者が半数以

上を占めており，新型コロナによる死を回避できたとしても，人口動態統計を踏5 

まえれば，老衰や肺炎や心疾患，がんによる死を回避できない蓋然性が極めて高

いと考えられるからである。 

 ６０代までは労働者や自営業者，経営者にあたる層であり，加えて２０代以下

は学生もしくは生徒にあたる年代にもなる。よって，６０代未満については，就

業制限を行うことによる不利益が，就業制限を行わない場合よりも明らかに上回10 

るものである。特に，従業員数が少ない事業所や資格試験・入学試験を控えてい

る人については，就業制限を行うことによる不利益が著しく上回る。 

 特に４０代以下については，死者数が３年間を通じて，更に極めて限定的であ

るので，原告に対し新型コロナ就業制限を付すのは明らかに不利益が大きいと言

えるものである。 15 

 

（４） 感染症法８０条ないし８１条について，条文に盛り込む際に反対意見が

あったこと 

（ア） 感染症法改正案の厚生労働省感染症部会における了承について 

令和３年２月感染症法等改正においては，同法８０条ないし８１条につい20 

て，懲役刑を含む刑事罰を盛り込むこととし，令和３年１月１５日の厚生労働省

感染症部会において改正案が了承された。入院勧告に従わない場合には，当初案

において，刑事罰として，１年以下の懲役または１００万円以下の罰金とされ

た。積極的疫学調査に応じないものにも刑事罰を科すものとした。これを受けて

政府は同月１８日招集の通常国会において改正案を提出し，早期成立を目指すこ25 

ととされた（甲２３号証：＜新型コロナ＞「ほとんどの罰則が刑事罰」入院拒否
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の感染者などに… 感染症法改正案を了承（東京新聞 ＴＯＫＹＯ ＷＥ

Ｂ））。 

 しかしながら，入院勧告に従わない場合や疫学調査を拒否する場合等の刑事罰

に関して，同省感染症部会においても，出席者からは罰則導入の根拠や効果を問

う声が相次ぐなど異論を唱える声が強かったのである（甲２３号証）。 5 

 

（イ） 感染症法改正案に対する日弁連の声明について  

 更に，訴外日本弁護士連合会（以下「日弁連」）からは，会長名において，感

染症法ならびに新型インフル特措法改正に反対する声明も出された（甲２４号証：

感染症法・特措法の改正法案に反対する会長声明（日弁連ＷＥＢサイト））。 10 

日弁連は，「今回の改正案は，感染拡大の予防のために都道府県知事に広範な

権限を与えた上，本来保護の対象となるべき感染者や事業者に対し，罰則の威嚇

をもってその権利を制約し，義務を課すにもかかわらず，その前提となる基本的

人権の擁護や適正手続の保障に欠け，良質で適切な医療の提供及び十分な補償が

なされるとは言えない。さらに，感染の拡大防止や収束という目的に対して十分15 

な有効性が認められるかさえ疑問である。当連合会としては，以下の点について

抜本的な見直しがなされない限り，強く反対する。」と主張している。 

特に感染症法８０条ないし８１条に盛りこまれていた刑事罰に関しては，「適

用される行為類型（構成要件）が明確でなければならないにもかかわらず，新型

コロナは，その実態が十分解明されているとは言い難く，入院措置や調査の範囲・20 

内容は変化するし，各保健所や医療提供の体制には地域差も存在し，罰則の対象

者の範囲は不明確かつ流動的であり，不公正・不公平な刑罰の適用のおそれも大

きい」という趣旨の指摘が日弁連からあった。 

加えて，感染症法改正案に関し日弁連は，「入院措置・調査の拒否者等に対し

て刑罰を科して感染拡大が防止できる訳ではない。」「単に入院や調査を拒否し25 

たり，隠したりするだけで「犯罪者」扱いされるおそれがあるとなれば，感染者

は感染した事実等を隠し，かえって感染拡大を招くおそれさえ懸念される。」「国
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民全体に感染に対する不安が醸成され，感染したことにより不当な差別や偏見が

既に生じている。安易に感染者等に対して刑罰を導入するとなれば，感染者等に

対する差別偏見が一層助長され，極めて深刻な人権侵害を招来するおそれがある。」

という趣旨の指摘も見られる。 

感染症法は，「過去のハンセン病患者・エイズ患者等に対する差別・偏見」，5 

「感染症の患者等の人権尊重，これらの者に対する良質かつ適切な医療の提供を

確保し，感染症に迅速かつ適確に対応する」などとした「前文」を設けて法の趣

旨を宣言し，過去の反省等に基づき，伝染病予防法を廃止して制定された法律で

あることも指摘している。 

 そして「新型コロナは，誰もが罹患する可能性があり，感染者は決して責めら10 

れるべきではなく，その実情を無視して，安易に刑罰をもって義務を課そうとす

る今回の改正案は，かかる感染症法の目的・制定経緯を無視し，感染者の基本的

人権を軽視するものに他ならない。」「新型コロナ感染拡大を防止するためには，

政府・自治体と市民との間の理解と信頼に基づいて，感染者が安心して必要な入

院治療や疫学調査を受けることができるような検査体制・医療提供体制を構築す15 

ること等が必要不可欠であって，安易な罰則の導入は必要ないと言うべきである。」

としている。 

 

（ウ） 感染症法改正案の修正について  

 上記のように日弁連から感染症法改正案に反対の声が上がり，加えて野党から20 

も入院勧告拒否や疫学調査拒否に対する刑事罰について，強い反対論が出ること

となった。最終的には与党側が幅広く野党から賛同を得るために，入院勧告拒否

ならびに疫学調査拒否等の罰則については，前科とならない「行政罰」に改め，

入院勧告拒否への懲役刑を削除することとなった（甲２５号証：感染症法，入院

拒否の刑事罰を削除 行政罰に見直し＜新型コロナ＞（東京新聞 ＴＯＫＹＯ Ｗ25 

ＥＢ））。 
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（５） 感染症法８０条ないし８１条は違憲であることについて 

 原告は感染症法８０条ないし８１条により，過料の支払いが命じられた事実は

ない。 

 しかし，同法１８条による就業制限を無視した場合は，新型コロナ陽性とされ

ていたため，同法８０条により，過料の支払いが命じられる蓋然性は極めて高か5 

った。また，疫学調査が行われる蓋然性もあり，それを無視した場合は同法８１

条により過料の支払いが命じられる蓋然性もあった。 

 同法８０条ないし８１条については，国民の自由に対して，入院勧告や疫学調

査に従わないものに対して，行政罰という形で罰則の威嚇を持って実質的に制約

を課すことから，新型コロナによる死者数が極めて限定的な水準であることを踏10 

まえれば，明らかに医学上不必要な制約であるので，憲法１１条「基本的人権」

を著しく侵害し，加えて憲法１３条「生命，自由および幸福追求に対する国民の

権利」をも著しく侵害するものである。 

 更に日弁連が入院勧告等拒否に罰則を課す感染症法改正案に反対した根拠であ

る「構成要件が不明瞭である点」「保護の対象となるべき感染者や事業者に対し，15 

罰則の威嚇をもってその権利を制約し，義務を課すにもかかわらず，その前提と

なる基本的人権の擁護や適正手続の保障に欠ける」点など様々な指摘に関して，

「刑事罰」から「行政罰」に格下げしたところでは，本質的に解決できないもの

である。 

 感染症法８０条ないし８１条は，当初案による「刑事罰」とせずに「行政罰」20 

としたところでも，「基本的人権の擁護や適正手続の保障に欠ける」ものである

ことに変わりないのである。 

 もっといえば感染症法８０条ないし８１条は，同法前文の「我が国においては，

過去にハンセン病，後天性免疫不全症候群等の感染症の患者等に対するいわれの

ない差別や偏見が存在したという事実を重く受け止め，これを教訓として今後に25 

生かすことが必要である。」という趣旨にも著しく反するものである。 

 たとえば，感染症法８０条ないし８１条に違反し，行政罰が課されたことが万
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が一公になったとすれば，当該国民個人の信用は著しく低下することとなるため，

それだけで国民の権利が著しく侵害される蓋然性が極めて高いものである。 

よって，感染症法８０条ないし８１条は違憲である。 

 

（６） 令和４年８月時点で新型コロナを「５類相当」にしていないのは，職務5 

上の注意義務違反が認められること 

 人口動態統計で全体の死者数や新型コロナを含めた全死因，新型コロナによる

年代別の死者数が明らかになっているなかで，社会経済活動や国民の生計維持へ

の悪影響を回避する観点から，被告国が新型コロナの分類を，少なくとも令和４

年８月時点で５類相当に見直さなかった点（＝新型コロナ退院・就業制限通知に10 

よる就業制限を要さない状態にしなかった点）もしくは就業制限を廃止しなかっ

た点について，感染症法２２条の２による「必要最小限度の措置」にあたらない

など，著しい職務上の注意義務違反が認められ，措置違憲にあたる。 

 また，被告岡山県知事については，人口動態統計や県内の新型コロナによる陽

性者・死者数，新型コロナによる死者の年代のデータを見極めすることなく，就15 

業制限による社会経済活動や県民の生計維持への悪影響を防ぐため，少なくとも

令和４年８月時点で新型コロナを５類相当にする，もしくは就業制限廃止をよう

被告国へ働きかけをせず，社会経済活動や県民の生計維持に悪影響を与える感染

症法１８条２項による就業制限を，原告に付したことについて，感染症法２２条

の２による「必要最小限度の措置」にあたらないなど，職務上の注意義務違反が20 

認められ，措置違憲にあたる。 

 新型コロナの感染症法上の分類は，令和５年５月８日に５類相当に引き下げさ

れることは決まっている。しかし，国は新型コロナを含めた全死因や新型コロナ

の年代別死者数について，把握をしており人口動態統計やオープンデータとして

公表しているのだから，社会経済活動や国民の生計維持への悪影響を防ぐため，25 

実情にあわせて新型コロナの分類を見直すことを，令和５年５月８日を待たずに

積極的に随時検討すべきであった。 
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新型コロナの５類相当引き下げを令和５年５月としたことは，世界的に見ても

極めて遅い対応であって，海外の多数の国々が既に平時の経済活動に戻している

状況下において，社会経済活動を行う上での損失も極めて大きいものであった。 

上記を踏まえ，被告らは，憲法１７条ならびに国賠法１条１項に基づき，金１０

円を原告に対し支払う義務が生じることとなる。 5 

 

３ 前提事実を踏まえた原告の主張について（予備的主張） 

 本項は予備的主張である。被告国（国立感染症研究所）ならびに被告岡山県は，

新型コロナの存在を証明する科学的根拠を示した文書や論文を保持していないに

もかかわらず，国は感染症法を改正し，被告国ならびに被告岡山県は，新型コロ10 

ナ対策と称して著しい権利制約を課しているものである。 

 なお，公文書等の管理に関する法律（以下「公文書管理法」）第１条ならびに

第４条の条文は以下のようになっている。 

第１条 この法律は，国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録であ

る公文書等が，健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として，主

権者である国民が主体的に利用し得るものであることにかんがみ，国民主権の

理念にのっとり，公文書等の管理に関する基本的事項を定めること等により，

行政文書等の適正な管理，歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り，もっ

て行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに，国及び独立行政法

人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるよ

うにすることを目的とする。 

 

第４条 行政機関の職員は，第一条の目的の達成に資するため，当該行政機関

における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び事業

の実績を合理的に跡付け，又は検証することができるよう，処理に係る事案が

軽微なものである場合を除き，次に掲げる事項その他の事項について，文書を
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作成しなければならない。 

１ 法令の制定又は改廃及びその経緯 

２ 前号に定めるもののほか，閣議，関係行政機関の長で構成される会議又は

省議（これらに準ずるものを含む。）の決定又は了解及びその経緯 

３ 複数の行政機関による申合せ又は他の行政機関若しくは地方公共団体に対

して示す基準の設定及びその経緯 

４ 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯 

５ 職員の人事に関する事項 

「新型コロナの存在を証明する科学的根拠を示した文書や論文」に関しては，

感染症法や新型インフル特措法が，国民の権利に著しく大きな制約を課す以上，

公文書管理法４条１号「法令の制定又は改廃及びその経緯」に該当する文書とし

て，本来は保有していなければならないものである。 

上原氏には公文書管理法の趣旨に鑑み，「国及び独立行政法人等の諸活動や歴5 

史的事実の記録である公文書等が，健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知

的資源として，主権者である国民が主体的に利用し得るもの」と位置付けられる

「新型コロナの存在を証明する科学的根拠を示した文書や論文」に関して，少な

くとも本来は被告国（国立感染症研究所）が開示しなければならなかったもので

ある。 10 

国が「新型コロナの存在を証明する科学的根拠を示した文書や論文」を保持し

ないまま，感染症法による就労制限を原告に付したことについては，公文書管理

法４条１号に該当する文書を完全に保持しないまま，法による規制の大前提とな

る立法事実が極めて不明瞭なまま新型コロナ就業制限という制約を課したことに

なるので，被告国ならびに被告岡山県には，著しい職務上の注意義務違反が認め15 

られ，憲法１７条ならびに国賠法１条１項に基づき，金１０円を原告に対し支払

う義務が生じることとなる。 

 

４ 小括 
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 被告国ならびに被告岡山県知事には，新型コロナの死者数について的確に分析

することもなく，そして，社会経済活動への悪影響を考慮することなく，原告に

対し新型コロナ陽性と診断されたことを理由に就労制限を付したことについて，

感染症法２２条の２による「必要最小限度の措置」にあたらないなど，（加えて，

予備的主張として，新型コロナの存在を証明する文書を保持せず，公文書管理法5 

４条１号に反していた点に関し，立法事実が不明瞭なまま就業制限を課したこと

により）職務上の注意義務違反が認められる。したがって，本件措置は違憲にあ

たるものである。よって，被告らは，憲法１７条ならびに国賠法１条１項に基づ

き，金１０円を原告に対し支払う義務が生じる。 

加えて，感染症法８０条ないし８１条について，立法事実が不明瞭であり，感10 

染者らに対して，行政罰という形で罰則の威嚇を持って実質的に制約を課すこと

から，新型コロナによる死者数が新型コロナ以外の死者と比較して極めて限定的

な水準であることを踏まえれば，明らかに医学上不必要なものであり，憲法１１

条「基本的人権」を著しく侵害し，加えて憲法１３条「生命，自由および幸福追

求に対する国民の権利」をも著しく侵害するもので，感染症法８０条ないし８１15 

条は違憲である。 

 

第５ 結語 

よって，原告は被告に対し，憲法１７条ならびに国賠法１条１項に基づき，金

１０円の支払を求める。 20 

以上 

証拠方法 

「証拠説明書」記載のとおりである。 

 

付属書類 25 

１ 訴状（写し）          各２通 

２ 甲号証             各３通 
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３ 証拠説明書           各３通 

４ 原告当事者目録         各３通 


